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１．概要 

  本資料は、再処理施設の技術基準に関する規則「第９条 再処理施設への

人の不法な侵入等の防止」に関して、基本設計方針に記載する事項、添付

書類に記載すべき事項、補足説明すべき事項について整理した結果を示

すものである。 

  整理にあたっては、「共通０６：本文（基本設計方針、仕様表等）、添付書

類（計算書、説明書）、添付図面で記載すべき事項」及び「共通０７：添

付書類等を踏まえた補足説明すべき項目の明確化」を踏まえて実施した。 

 

２．本資料の構成 

  「共通０６：本文（基本設計方針、仕様表等）、添付書類（計算書、説明

書）、添付図面で記載すべき事項」及び「共通０７：添付書類等を踏まえ

た補足説明すべき項目の明確化」を踏まえて本資料において整理結果を

別紙として示し、別紙を以下の通り構成する。 

  別紙１：基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 

事業変更許可 本文、添付書類の記載をもとに設定した基本設計

方針と発電炉の基本設計方針を比較し、記載程度の適正化等を図

る。 

  別紙２：基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の

展開 

基本設計方針の項目ごとに要求種別、対象設備、添付書類等への

展開事項の分類、第１回申請の対象、第２回以降の申請書ごとの

対象設備を展開する。 

  別紙３：基本設計方針の添付書類への展開 

基本設計方針の項目に対して、展開事項の分類をもとに、添付書

類単位で記載すべき事項を展開する。 

  別紙４：添付書類の発電炉との比較 

添付書類の記載内容に対して項目単位でその記載程度を発電炉

と比較し、記載すべき事項の抜けや論点として扱うべき差がない

かを確認する。なお、規則の名称、添付書類の名称など差がある

ことが明らかな項目は比較対象としない。（概要などは比較対象

外） 

  別紙５：補足説明すべき項目の抽出 

基本設計方針を起点として、添付書類での記載事項に対して補足

が必要な事項を展開する。発電炉の補足説明資料の実績との比較

を行い、添付書類等から展開した補足説明資料の項目に追加すべ

きものを抽出する。 

  別紙６：変更前記載事項の既設工認等との紐づけ 

基本設計方針の変更前の記載事項に対し、既認可等との紐づけを

示す。 
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第九条（再処理施設への人の不法な侵入等の防止）（1 / 4） 

 

 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
（再処理施設への人の不法な

侵入等の防止） 

 

第九条 再処理施設を設置す

る工場又は事業所（以下「工

場等」という。）は、再処理

施設への人の不法な侵入、再

処理施設に不正に爆発性又は

易燃性を有する物件その他人

に危害を与え、又は他の物件

を損傷するおそれがある物件

が持ち込まれること及び不正

アクセス行為（不正アクセス

行為の禁止等に関する法律

（平成十一年法律第百二十八

号）第二条第四項に規定する

不正アクセス行為をいう。第

二十二条第二項第五号におい

て同じ。）を防止するため、

適切な措置が講じられたもの

でなければならない。 

DB①,②,③,④,⑤ 

第 1章 共通項目 

10．その他 

10.1 再処理施設への人の不法な侵入

等の防止 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

再処理施設への人の不法な侵入，

核燃料物質等の不法な移動及び妨害

破壊行為を防止するため，区域の設

定，人の容易な侵入を防止できる

柵，鉄筋コンクリート造りの壁等の

障壁による防護，巡視，監視，出入

口での身分確認及び施錠管理を行う

ことができる設計とする。DB①-1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

核物質防護上の措置が必要な区域

については，接近管理及び出入管理

を確実に行うため，探知施設を設

ロ．再処理施設の一般構造 

(ｂ) 再処理施設への人の不法な侵入

等の防止 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

再処理施設への人の不法な侵入等並

びに核燃料物質等の不法な移動又は妨

害破壊行為を核物質防護対策として防

止するため，区域の設定，人の容易な

侵入を防止できる柵，鉄筋コンクリー

ト造りの壁等の障壁による防護，巡

視，監視，出入口での身分確認及び施

錠管理を行うことができる設計とす

る。DB①-1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

核物質防護上の措置が必要な区域に

ついては，接近管理及び出入管理を効

果的に行うため，探知施設を設け，警

1. 安全設計 

1.7 その他の設計方針 

1.7.14 再処理施設への人の不法

な侵入等の防止に関する

設計 

再処理施設への人の不法な侵

入等を防止するため，以下の設

計とする。DB◇2  

また，人の容易な侵入を防止で

きる柵等を他施設と共用する場

合は，共用によって再処理施設

の安全性を損なわない設計とす

る。DB◇1 ，◇2  

 

 

 

 

 

 

1.7.14.1 安全設計 

(１) 再処理施設への人の不法な

侵入等の防止の設計方針 

再処理施設への人の不法な

侵入等並びに核燃料物質等の

不法な移動又は妨害破壊行為

を核物質防護対策として防止

するため，区域の設定，人の

容易な侵入を防止できる柵，

鉄筋コンクリート造りの壁等

の障壁による防護，巡視，監

視，出入口での身分確認及び

施錠管理を行うことができる

設計とする。DB◇1 ，◇2  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

核物質防護上の措置が必要

な区域については，接近管理

及び出入管理を効果的に行う

別添Ⅰ(施設共通) 

Ⅰ-1 基本設計方針 

第 1章 共通項目 

6．その他 

6.2 発電用原子炉施設への人の不法な侵

入等の防止 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発電用原子炉施設への人の不法な侵入

を防止するための区域を設定し，その区

域を人の容易な侵入を防止できる柵，鉄

筋コンクリート造りの壁等の障壁によっ

て区画して，巡視，監視等を行うことに

より，侵入防止及び出入管理を行うこと

ができる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，探知施設を設け，警報，映像等

を集中監視するとともに，核物質防護措

置に係る関係機関等との通信連絡を行う

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下線：基本設計方針に記載する事項(丸数字で紐づけ) 
波線：基本設計方針と許可の記載の内容変更部分 
灰色ハッチング：基本設計方針に記載しない事項 
黄色ハッチング：発電炉設工認と基本設計方針の記載内容が一致する箇所 
  ：発電炉との差異の理由     ：許可からの変更点等 

   

【凡例】 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

再処理施設の基本設計方針では、

探知施設で警報、映像等を集中監視

する区域および目的を明確にしたた

め。 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

事業指定基準規則の解釈

の趣旨も踏まえた記載の仕

方としているため。 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

再処理施設の基本設計方針では、人の不法

な侵入、核燃料物質等の不法な移動及び妨

害破壊行為の防止のために実施する措置を

明確に記載したため。 

【「等」の解説】 

「核燃料物質等」について

は、核燃料物質によって汚

染された物質を含み、敷地

内で取り扱う核燃料物質の

総称として示した記載であ

ることから許可の記載を用

いた。 

【「等」の解説】 

「鉄筋コンクリート造りの壁等」について

は、核物質防護上詳細に記載することが

できないことから、基本設計方針におい

て”等”のままの記載とした。 

【許可からの変更点】 

許可の「人の不法な侵入等」は

「人の不法な侵入」と「核燃料物

質等の不法な移動及び妨害破壊

行為」を意味しており、重複して

いることから「等」を削除した。 

【許可からの変更点】 

「核物質防護対策として」の記

載については、後述する、「こ

れらの対策を核物質防護規定

に定めて，管理する。」と同義で

あり、内容が重複するため削除

した。 

【許可からの変更点】 

核物質防護上の措置が必

要な区域における設計であ

ることから、確実に実施する

必要があるため、対策の実

施の精度を充実させる記載

とした。 

【許可からの変更点】 

接続詞を修正し、防止する事

項を明確にした。 
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第九条（再処理施設への人の不法な侵入等の防止）（2 / 4） 

 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
け，警報，映像等を集中監視するこ

とができる設計とするとともに，核

物質防護措置に係る関係機関との通

信及び連絡を行うことができる設計

とする。さらに，防護された区域内

においても，施錠管理により，再処

理施設及び特定核燃料物質の防護の

ために必要な設備又は装置の操作に

係る情報システム（以下「情報シス

テム」という。）への不法な接近を

防止する設計とする。DB①-2，③，

④ 

 

 

また，再処理施設への不正な爆発

性又は易燃性を有する物件その他人

に危害を与え，又は他の物件を損傷

するおそれがある物件の持込み（郵

便物等による敷地外からの爆発物及

び有害物質の持込みを含む。）を防

止するため，持込点検を行うことが

できる設計とする。DB② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに，不正アクセス行為（サイ

バーテロを含む。）を防止するた

め，情報システムが電気通信回線を

通じた不正アクセス行為（サイバー

テロを含む。）を受けることがない

ように，当該情報システムに対する

外部からの不正アクセスを遮断する

ことができる設計とする。DB③ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらの対策を核物質防護規定に

定めて，管理する。DB⑤-1 

報，映像等を集中監視することができ

る設計とするとともに，核物質防護措

置に係る関係機関との通信及び連絡を

行うことができる設計とする。DB①-

2，④ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，再処理施設に不正に爆発性又

は易燃性を有する物件その他人に危害

を与え，又は他の物件を損傷するおそ

れがある物件の持込み（郵便物等によ

る敷地外からの爆発物及び有害物質の

持込みを含む。）を核物質防護対策と

して防止するため，持込み点検を行う

ことができる設計とする。DB② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに，不正アクセス行為（サイバ

ーテロを含む。）を核物質防護対策と

して防止するため，再処理施設及び特

定核燃料物質の防護のために必要な設

備又は装置の操作に係る情報システム

（以下「情報システム」という。）が

電気通信回線を通じた不正アクセス行

為（サイバーテロを含む。）を受ける

ことがないように，当該情報システム

に対する外部からの不正アクセスを遮

断することができる設計とする。DB③ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ため，探知施設を設け，警

報，映像等を集中監視するこ

とができる設計とするととも

に，核物質防護措置に係る関

係機関との通信及び連絡を行

うことができる設計とする。

DB◇1 ，◇2  

 

 

 

 

 

 

 

また，再処理施設に不正に

爆発性又は易燃性を有する物

件その他人に危害を与え，又

は他の物件を損傷するおそれ

がある物件の持込み（郵便物

等による敷地外からの爆発物

及び有害物質の持込みを含

む。）を核物質防護対策とし

て防止するため，持込み点検

を行うことができる設計とす

る。DB◇1 ，◇2  

 

 

 

 

 

 

さらに，不正アクセス行為

（サイバーテロを含む。）を

核物質防護対策として防止す

るため，再処理施設及び特定

核燃料物質の防護のために必

要な設備又は装置の操作に係

る情報システム（以下「情報

システム」という。）が電気

通信回線を通じた不正アクセ

ス行為（サイバーテロを含

む。）を受けることがないよ

うに，当該情報システムに対

する外部からの不正アクセス

を遮断することができる設計

とする。DB◇1 ，◇2  

 

 

 

 

 

ことができる設計とする。さらに，防護

された区域内においても，施錠管理によ

り，発電用原子炉施設及び特定核燃料物

質の防護のために必要な設備又は装置の

操作に係る情報システムへの不法な接近

を防止する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

発電用原子炉施設に不正に爆発性又は

易燃性を有する物件その他人に危害を与

え，又は他の物件を損傷するおそれがあ

る物件の持込み（郵便物等による発電所

外からの爆破物及び有害物質の持込みを

含む。）を防止するため，持込み点検を

行うことができる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不正アクセス行為（サイバーテロを含

む。）を防止するため，発電用原子炉施

設及び特定核燃料物質の防護のために必

要な設備又は装置の操作に係る情報シス

テムが，電気通信回線を通じた不正アク

セス行為（サイバーテロを含む。）を受

けることがないように，当該情報システ

ムに対する外部からのアクセスを遮断す

る設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらの対策については，核物質防護

規定に定めて管理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

DB⑤-1（P3,4 から） 

【許可からの変更点】 

前述の施錠管理の措置を展開し、

情報システムへの不法な接近防止

の対策を記載した。 

【「等」の解説】 

「郵便物等」については、郵便

物を含めて敷地外から持ち込

まれる物品の総称であることか

ら、許可の記載を用いた。 

【許可からの変更点】 

不法な侵入等の防止のための措置

は、核物質防護規定に基づく対策

であるため記載した。 

【許可からの変更点】 

物件の持込みにつながる

ように助詞を整えた。 

【許可からの変更点】 

「核物質防護対策として」の記

載については、後述する、「こ

れらの対策を核物質防護規定

に定めて，管理する。」と同義で

あり、内容が重複するため削除

した。 

【許可からの変更点】 

「核物質防護対策として」の記

載については、後述する、「こ

れらの対策を核物質防護規定

に定めて，管理する。」と同義で

あり、内容が重複するため削除

した。 

【「等」の解説】 

「警報，映像等」につい

ては、核物質防護上詳

細に記載することができ

ないことから、基本設計

方針において”等”のま

まの記載とした。 

【許可からの変更点】 

表記方法の原則を適用

し、熟語のため末尾の送

り仮名を省略した。 
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第九条（再処理施設への人の不法な侵入等の防止）（3 / 4） 

 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.7.14.2 体制 

再処理施設への人の不法な侵

入等を核物質防護対策として防

止するため，「原子炉等規制

法」に基づき核物質防護管理者

を選任し，再処理事業部長の

下，核物質防護管理者が核物質

防護に関する業務を統一的に管

理する体制を整備する。DB⑤-1 

再処理施設への人の不法な侵

入等が行われるおそれがある場

合又は行われた場合に備え，核

物質防護に関する緊急時の対応

体制を整備する。DB◇3  

核物質防護に関する緊急時の

組織体制を第 1.7.14－１図に示

す。DB◇3  

1.7.14.3 手順等 

再処理施設への人の不法な

侵入等を核物質防護対策として

防止するため，接近管理，出入

管理，持込み点検，外部からの

不正アクセス行為（サイバーテ

ロを含む。）の遮断措置及び特

定核燃料物質が持ち出されてい

ないことの確認として，以下を

実施する。DB⑤-1 

(１) 接近管理，出入管理及び

持込み点検，情報システ

ムへの不正アクセス行為

（サイバーテロを含

む。）の防止並びに敷地

内の人による核燃料物質

等の不法な移動の防止を

的確に実施するために，

予め手順を整備する。DB

⑤-1 

(２) 設備の機能を維持するた

め，保守管理を実施する

とともに，必要に応じ修

理を行う。DB⑤-1 

(３) 接近管理，出入管理，持

込み点検及び特定核燃料

物質が持ち出されていな

いことの確認を的確に実

施するために，警備員等

に対し定期的に教育を実

施する。DB⑤-1 

(４) 情報システムへの不正ア

クセス行為（サイバーテ

ロを含む。）の防止を的

 

 

 

 

 

 

 

 

DB⑤-1（P2 へ） 
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第九条（再処理施設への人の不法な侵入等の防止）（4 / 4） 

 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人の容易な侵入を防止できる柵等

を他施設と共用する場合は，共用に

よって再処理施設の安全性を損なわ

ない設計とする。DB⑤-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人の容易な侵入を防止できる柵等

を他施設と共用する場合は，共用に

よって再処理施設の安全性を損なわ

ない設計とする。DB⑤-2 

確に実施するために，関

係者に対し定期的に教育

を実施する。DB⑤-1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

DB◇3  

 

 

DB⑤-1（P2 へ） 

 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

再処理施設では、人の容易な侵入を防止できる柵

等を他施設と共用しているため。 

【「等」の解説】 

「柵等」とは、核物質防護上詳細に記載する

ことができないことから、基本設計方針におい

て”等”のままの記載とした。 
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設工認申請書 各条文の設計の考え方 

1 

別紙１② 

第九条（再処理施設への人の不法な侵入等の防止） 

１．技術基準の条文，解釈への適合に関する考え方 

№ 基本設計方針に記載する事項 適合性の考え方（理由） 項・号 解釈 添付書類 

DB① 人の不法な侵入の防止 技術基準の要求を受けている内容 １項 − a 

DB② 

不正に爆発性又は易燃性を有

する物件その他人に危害を加

え，又は他の物件を損傷するお

それがある物件の持込み防止 

技術基準の要求を受けている内容 １項 − a 

DB③ 不正アクセス行為の防止 技術基準の要求を受けている内容 １項 − a 

DB④ 
適切な措置 

（関係機関との通信及び連絡） 
技術基準の要求を受けている内容 １項 − a 

DB⑤ 

技術基準の要求事項を担保す

るための対策 

（体制整備，手順整備等） 

技術基準の要求を受けている内容 １項 − a 

２．事業変更許可申請書の本文のうち，基本設計方針に記載しないことの考え方 

№ 項目 考え方 添付書類 

− − − − 
３．事業変更許可申請書の添六のうち，基本設計方針に記載しないことの考え方 

№ 項目 考え方 添付書類 

DB◇1  重複記載 
事業変更許可申請書本文（設計方針）と内容が重複する

ため，記載しない。 
−

DB◇2  添付書類記載事項 
設工認申請書 添付資料に記載する事項のため，記載し

ない。 
a 

DB◇3  
核物質防護に関する緊急時の

体制 
核物質防護規定に示すため，記載しない。 −

４．添付書類等 

№ 書類名 

a Ⅵ−1−1−5 再処理施設への人の不法な侵入等の防止に関する説明書
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第9条 再処理施設への人の不法な侵入等の防止）

別紙２

説明対象
申請対象設備

（２項変更①）
仕様表 添付書類 添付書類における記載 説明対象

申請対象設備
（１項変更①）

申請対象設備
（２項変更②）

仕様表 添付書類 添付書類における記載

1

10.1　再処理施設への人の不法な侵入等の防止
再処理施設への人の不法な侵入，核燃料物質等の不法な移動及び妨害
破壊行為を防止するため，区域の設定，人の容易な侵入を防止できる
柵，鉄筋コンクリート造りの壁等の障壁による防護，巡視，監視，出
入口での身分確認及び施錠管理を行うことができる設計とする。

運用要求 施設共通　基本設計方針

設計方針（不法侵入の防
止）
設計方針（不法移動及び
妨害破壊行為の防止）

〇 施設共通　基本設計方針 -

Ⅵ-1-1-5　再処理施設への人の不
法な侵入等の防止に関する説明書
2.再処理施設への人の不法な侵入
等の防止についての概要
3.1物理的障壁による防護等
3.2出入管理
3.3車両の管理

- - - - - -

2

核物質防護上の措置が必要な区域については，接近管理及び出入管理
を確実に行うため，探知施設を設け，警報，映像等を集中監視するこ
とができる設計とするとともに，核物質防護措置に係る関係機関との
通信及び連絡を行うことができる設計とする。さらに，防護された区
域内においても，施錠管理により，再処理施設及び特定核燃料物質の
防護のために必要な設備又は装置の操作に係る情報システム（以下
「情報システム」という。）への不法な接近を防止する設計とする。

運用要求 施設共通　基本設計方針

設計方針（不法侵入の防
止）
設計方針（不正アクセス
防止）
設計方針（不法移動及び
妨害破壊行為の防止）

〇 施設共通　基本設計方針 -

Ⅵ-1-1-5　再処理施設への人の不
法な侵入等の防止に関する説明書
2.再処理施設への人の不法な侵入
等の防止についての概要
3.4探知施設
3.5通信及び連絡
5.不正アクセス行為（サイバーテ
ロを含む。）の防止対策

- - - - - -

3

また，再処理施設への不正な爆発性又は易燃性を有する物件その他人
に危害を与え，又は他の物件を損傷するおそれがある物件の持込み
（郵便物等による敷地外からの爆発物及び有害物質の持込みを含
む。）を防止するため，持込点検を行うことができる設計とする。

運用要求 施設共通　基本設計方針
設計方針（爆発性又は易
燃性を有する物件その他
の持込み防止）

〇 施設共通　基本設計方針 -

Ⅵ-1-1-5　再処理施設への人の不
法な侵入等の防止に関する説明書
2.再処理施設への人の不法な侵入
等の防止についての概要
4.持込点検

- - - - - -

4

さらに，不正アクセス行為（サイバーテロを含む。）を防止するた
め，情報システムが電気通信回線を通じた不正アクセス行為（サイ
バーテロを含む。）を受けることがないように，当該情報システムに
対する外部からの不正アクセスを遮断することができる設計とする。

運用要求 施設共通　基本設計方針
設計方針（不正アクセス
防止）

〇 施設共通　基本設計方針 -

Ⅵ-1-1-5　再処理施設への人の不
法な侵入等の防止に関する説明書
2.再処理施設への人の不法な侵入
等の防止についての概要
5.不正アクセス行為（サイバーテ
ロを含む。）の防止対策

- - - - - -

5 これらの対策を核物質防護規定に定めて，管理する。 運用要求 施設共通　基本設計方針

設計方針（不法侵入の防
止）
設計方針（爆発性又は易
燃性を有する物件その他
の持込み防止）
設計方針（不正アクセス
防止
設計方針（不法移動及び
妨害破壊行為の防止）

〇 施設共通　基本設計方針 -

Ⅵ-1-1-5　再処理施設への人の不
法な侵入等の防止に関する説明書
2.再処理施設への人の不法な侵入
等の防止についての概要
3.1物理的障壁による防護等
3.2出入管理
3.3車両の管理
3.4探知施設
3.5通信及び連絡
3.6核燃料物質等の不法な移動及
び妨害破壊行為への対策
4.持込点検
5.不正アクセス行為（サイバーテ
ロを含む。）の防止対策

- - - - - -

6
人の容易な侵入を防止できる柵等を他施設と共用する場合は，共用に
よって再処理施設の安全性を損なわない設計とする。

運用要求 施設共通　基本設計方針 設計方針（その他共用） 〇 施設共通　基本設計方針 -

Ⅵ-1-1-5　再処理施設への人の不
法な侵入等の防止に関する説明書
2.再処理施設への人の不法な侵入
等の防止についての概要
6.人の容易な侵入等を防止するた
めの資機材の他施設との共用につ
いて

- - - - - -

項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備

第１Ｇｒ

展開事項

第２Ｇｒ（貯蔵庫共用）

Ⅵ-1-1-5　再処理施設への人の不法な侵入等の
防止に関する説明書
1.概要
2.再処理施設への人の不法な侵入等の防止につ
いての概要
3.再処理施設への人の不法な侵入の防止方法に
ついて
3.1物理的障壁による防護等
3.2出入管理
3.3車両の管理
3.4探知施設
3.5通信及び連絡
3.6核燃料物質等の不法な移動及び妨害破壊行
為への対策
4.持込点検
5.不正アクセス行為（サイバーテロを含む。）
の防止対策
6.人の容易な侵入等を防止するための資機材の
他施設との共用について

【1.概要】
再処理施設への人の不法な侵入等の防止に関す
る説明書の概要について記載

【2.再処理施設への人の不法な侵入等の防止に
ついての概要】
再処理施設への人の不法な侵入等の防止につい
ての概要について記載

【3.再処理施設への人の不法な侵入の防止方法
について】
・下記章立てにて記載する旨

【3.1物理的障壁による防護等】
・不法な侵入等がされていないことの確認方
法，区域設定，防護方法

【3.2出入管理】
・再処理施設における人の出入管理の仕方

【3.3車両の管理】
・再処理施設における車両の出入管理の仕方

【3.4探知施設】
・不法侵入を探知する監視場所，資機材を用い
た監視，監視の仕方

【3.5通信及び連絡】
・不法侵入等発見時において使用する資機材を
配備すること

【3.6核燃料物質等の不法な移動及び妨害破壊
行為への対策】
・敷地内の人による核燃料物質の持出し時の運
用及び核燃料物質の不法な持出しの防止の仕方
並びに妨害破壊行為の防止の仕方

【4.持込点検】
・何かが持ち込まれないように点検するか，装
置を用いた点検

【5.不正アクセス行為（サイバーテロを含
む。）の防止対策】
・外部からの不正アクセス行為（サイバーテロ
を含む。）の遮断対策及び外部からの不正アク
セス行為（サイバーテロ含む。）をされた場合
の迅速な対応の仕方

【6.人の容易な侵入等を防止するための資機材
の他施設との共用について】
・人の容易な侵入等を防止するための資機材を
他施設と共用しても再処理施設の安全性を損な
わないこと

【1.概要】
再処理施設への人の不法な侵入等
の防止に関する説明書の概要につ
いて記載

【2.再処理施設への人の不法な侵
入等の防止についての概要】
再処理施設への人の不法な侵入等
の防止についての概要について記
載

【3.再処理施設への人の不法な侵
入の防止方法について】
・下記章立てにて記載する旨

【3.1物理的障壁による防護等】
・不法な侵入等がされていないこ
との確認方法，区域設定，防護方
法

【3.2出入管理】
・再処理施設における人の出入管
理の仕方

【3.3車両の管理】
・再処理施設における車両の出入
管理の仕方

【3.4探知施設】
・不法侵入を探知する監視場所，
資機材を用いた監視，監視の仕方

【3.5通信及び連絡】
・不法侵入等発見時において使用
する資機材を配備すること

【3.6核燃料物質等の不法な移動
及び妨害破壊行為への対策】
・敷地内の人による核燃料物質の
持出し時の運用及び核燃料物質の
不法な持出しの防止の仕方並びに
妨害破壊行為の防止の仕方

【4.持込点検】
・何かが持ち込まれないように点
検するか，装置を用いた点検

【5.不正アクセス行為（サイバー
テロを含む。）の防止対策】
・外部からの不正アクセス行為
（サイバーテロを含む。）の遮断
対策及び外部からの不正アクセス
行為（サイバーテロ含む。）をさ
れた場合の迅速な対応の仕方

【6.人の容易な侵入等を防止する
ための資機材の他施設との共用に
ついて】
・人の容易な侵入等を防止するた
めの資機材を他施設と共用しても
再処理施設の安全性を損なわない
こと

添付書類　構成 添付書類　説明内容
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第9条 再処理施設への人の不法な侵入等の防止）

別紙２

1

10.1　再処理施設への人の不法な侵入等の防止
再処理施設への人の不法な侵入，核燃料物質等の不法な移動及び妨害
破壊行為を防止するため，区域の設定，人の容易な侵入を防止できる
柵，鉄筋コンクリート造りの壁等の障壁による防護，巡視，監視，出
入口での身分確認及び施錠管理を行うことができる設計とする。

運用要求

2

核物質防護上の措置が必要な区域については，接近管理及び出入管理
を確実に行うため，探知施設を設け，警報，映像等を集中監視するこ
とができる設計とするとともに，核物質防護措置に係る関係機関との
通信及び連絡を行うことができる設計とする。さらに，防護された区
域内においても，施錠管理により，再処理施設及び特定核燃料物質の
防護のために必要な設備又は装置の操作に係る情報システム（以下
「情報システム」という。）への不法な接近を防止する設計とする。

運用要求

3

また，再処理施設への不正な爆発性又は易燃性を有する物件その他人
に危害を与え，又は他の物件を損傷するおそれがある物件の持込み
（郵便物等による敷地外からの爆発物及び有害物質の持込みを含
む。）を防止するため，持込点検を行うことができる設計とする。

運用要求

4

さらに，不正アクセス行為（サイバーテロを含む。）を防止するた
め，情報システムが電気通信回線を通じた不正アクセス行為（サイ
バーテロを含む。）を受けることがないように，当該情報システムに
対する外部からの不正アクセスを遮断することができる設計とする。

運用要求

5 これらの対策を核物質防護規定に定めて，管理する。 運用要求

6
人の容易な侵入を防止できる柵等を他施設と共用する場合は，共用に
よって再処理施設の安全性を損なわない設計とする。

運用要求

項目
番号

基本設計方針 要求種別
説明対象

申請対象設備
（１項変更②）

申請対象設備
（２項変更③）

仕様表 添付書類 添付書類における記載 説明対象
申請対象設備

（１項変更③）
申請対象設備

（２項変更④）

申請対象設備
（別設工認①

第2ユーティリティ建屋に係る施設）

申請対象設備
（別設工認②

海洋放出管切り離し工事）
仕様表 添付書類 添付書類における記載

- - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - -

〇：当該申請回次で新規に記載する項目又は当該申請回次で記載を追記する項目
△：当該申請回次以前から記載しており，記載内容に変更がない項目
－：当該申請回次で記載しない項目

第２Ｇｒ（主要４建屋、E施設共用） 第３Ｇｒ

凡例
・「説明対象」について
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基本設計方針の添付書類への展開
（第9条 再処理施設への人の不法な侵入等の防止）

別紙３①

項目番号 基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項 添付書類における記載 補足すべき事項

- - - - - 1.概要
【1.概要】
再処理施設への人の不法な侵入等の防止に関する説明書の概要について記載

1
10.1　再処理施設への人の不法な侵入等の防止
再処理施設への人の不法な侵入，核燃料物質等の不法な移動及び妨害破壊行為を防止するため，区域の設定，人の容易な侵入を防止でき
る柵，鉄筋コンクリート造りの壁等の障壁による防護，巡視，監視，出入口での身分確認及び施錠管理を行うことができる設計とする。

運用要求 施設共通　基本設計方針
設計方針（不法侵
入の防止）

2

核物質防護上の措置が必要な区域については，接近管理及び出入管理を確実に行うため，探知施設を設け，警報，映像等を集中監視する
ことができる設計とするとともに，核物質防護措置に係る関係機関との通信及び連絡を行うことができる設計とする。さらに，防護され
た区域内においても，施錠管理により，再処理施設及び特定核燃料物質の防護のために必要な設備又は装置の操作に係る情報システム
（以下「情報システム」という。）への不法な接近を防止する設計とする。

運用要求 施設共通　基本設計方針
設計方針（不法侵
入の防止）

5 これらの対策を核物質防護規定に定めて，管理する。 運用要求 施設共通　基本設計方針
設計方針（不法侵
入の防止）

3
また，再処理施設への不正な爆発性又は易燃性を有する物件その他人に危害を与え，又は他の物件を損傷するおそれがある物件の持込み
（郵便物等による敷地外からの爆発物及び有害物質の持込みを含む。）を防止するため，持込点検を行うことができる設計とする。

運用要求 施設共通　基本設計方針

設計方針（爆発性
又は易燃性を有す
る物件その他の持
込み防止）

5 これらの対策を核物質防護規定に定めて，管理する。 運用要求 施設共通　基本設計方針

設計方針（爆発性
又は易燃性を有す
る物件その他の持
込み防止）

4
さらに，不正アクセス行為（サイバーテロを含む。）を防止するため，情報システムが電気通信回線を通じた不正アクセス行為（サイ
バーテロを含む。）を受けることがないように，当該情報システムに対する外部からの不正アクセスを遮断することができる設計とす
る。

運用要求 施設共通　基本設計方針
設計方針（不正ア
クセス防止）

5 これらの対策を核物質防護規定に定めて，管理する。 運用要求 施設共通　基本設計方針
設計方針（不正ア
クセス防止

1
10.1　再処理施設への人の不法な侵入等の防止
再処理施設への人の不法な侵入，核燃料物質等の不法な移動及び妨害破壊行為を防止するため，区域の設定，人の容易な侵入を防止でき
る柵，鉄筋コンクリート造りの壁等の障壁による防護，巡視，監視，出入口での身分確認及び施錠管理を行うことができる設計とする。

運用要求 施設共通　基本設計方針
設計方針（不法移
動及び妨害破壊行
為の防止）

2

核物質防護上の措置が必要な区域については，接近管理及び出入管理を確実に行うため，探知施設を設け，警報，映像等を集中監視する
ことができる設計とするとともに，核物質防護措置に係る関係機関との通信及び連絡を行うことができる設計とする。さらに，防護され
た区域内においても，施錠管理により，再処理施設及び特定核燃料物質の防護のために必要な設備又は装置の操作に係る情報システム
（以下「情報システム」という。）への不法な接近を防止する設計とする。

運用要求 施設共通　基本設計方針
設計方針（不法移
動及び妨害破壊行
為の防止）

5 これらの対策を核物質防護規定に定めて，管理する。 運用要求 施設共通　基本設計方針
設計方針（不法移
動及び妨害破壊行
為の防止）

6 人の容易な侵入を防止できる柵等を他施設と共用する場合は，共用によって再処理施設の安全性を損なわない設計とする。 運用要求 施設共通　基本設計方針
設計方針（その他
共用）

- - - - -
3.再処理施設への人の不法な侵入の防
止方法について

【3.再処理施設への人の不法な侵入の防止方法について】
・下記章立てにて記載する旨

1
10.1　再処理施設への人の不法な侵入等の防止
再処理施設への人の不法な侵入，核燃料物質等の不法な移動及び妨害破壊行為を防止するため，区域の設定，人の容易な侵入を防止でき
る柵，鉄筋コンクリート造りの壁等の障壁による防護，巡視，監視，出入口での身分確認及び施錠管理を行うことができる設計とする。

運用要求 施設共通　基本設計方針
設計方針（不法侵
入の防止）

1
10.1　再処理施設への人の不法な侵入等の防止
再処理施設への人の不法な侵入，核燃料物質等の不法な移動及び妨害破壊行為を防止するため，区域の設定，人の容易な侵入を防止でき
る柵，鉄筋コンクリート造りの壁等の障壁による防護，巡視，監視，出入口での身分確認及び施錠管理を行うことができる設計とする。

運用要求 施設共通　基本設計方針
設計方針（不法移
動及び妨害破壊行
為の防止）

2

核物質防護上の措置が必要な区域については，接近管理及び出入管理を確実に行うため，探知施設を設け，警報，映像等を集中監視する
ことができる設計とするとともに，核物質防護措置に係る関係機関との通信及び連絡を行うことができる設計とする。さらに，防護され
た区域内においても，施錠管理により，再処理施設及び特定核燃料物質の防護のために必要な設備又は装置の操作に係る情報システム
（以下「情報システム」という。）への不法な接近を防止する設計とする。

運用要求 施設共通　基本設計方針
設計方針（不正ア
クセス防止）

1
10.1　再処理施設への人の不法な侵入等の防止
再処理施設への人の不法な侵入，核燃料物質等の不法な移動及び妨害破壊行為を防止するため，区域の設定，人の容易な侵入を防止でき
る柵，鉄筋コンクリート造りの壁等の障壁による防護，巡視，監視，出入口での身分確認及び施錠管理を行うことができる設計とする。

運用要求 施設共通　基本設計方針
設計方針（不法侵
入の防止）

1
10.1　再処理施設への人の不法な侵入等の防止
再処理施設への人の不法な侵入，核燃料物質等の不法な移動及び妨害破壊行為を防止するため，区域の設定，人の容易な侵入を防止でき
る柵，鉄筋コンクリート造りの壁等の障壁による防護，巡視，監視，出入口での身分確認及び施錠管理を行うことができる設計とする。

運用要求 施設共通　基本設計方針
設計方針（不法移
動及び妨害破壊行
為の防止）

1
10.1　再処理施設への人の不法な侵入等の防止
再処理施設への人の不法な侵入，核燃料物質等の不法な移動及び妨害破壊行為を防止するため，区域の設定，人の容易な侵入を防止でき
る柵，鉄筋コンクリート造りの壁等の障壁による防護，巡視，監視，出入口での身分確認及び施錠管理を行うことができる設計とする。

運用要求 施設共通　基本設計方針
設計方針（不法侵
入の防止）

1
10.1　再処理施設への人の不法な侵入等の防止
再処理施設への人の不法な侵入，核燃料物質等の不法な移動及び妨害破壊行為を防止するため，区域の設定，人の容易な侵入を防止でき
る柵，鉄筋コンクリート造りの壁等の障壁による防護，巡視，監視，出入口での身分確認及び施錠管理を行うことができる設計とする。

運用要求 施設共通　基本設計方針
設計方針（不法移
動及び妨害破壊行
為の防止）

2

核物質防護上の措置が必要な区域については，接近管理及び出入管理を確実に行うため，探知施設を設け，警報，映像等を集中監視する
ことができる設計とするとともに，核物質防護措置に係る関係機関との通信及び連絡を行うことができる設計とする。さらに，防護され
た区域内においても，施錠管理により，再処理施設及び特定核燃料物質の防護のために必要な設備又は装置の操作に係る情報システム
（以下「情報システム」という。）への不法な接近を防止する設計とする。

運用要求 施設共通　基本設計方針
設計方針（不法侵
入の防止）

2

核物質防護上の措置が必要な区域については，接近管理及び出入管理を確実に行うため，探知施設を設け，警報，映像等を集中監視する
ことができる設計とするとともに，核物質防護措置に係る関係機関との通信及び連絡を行うことができる設計とする。さらに，防護され
た区域内においても，施錠管理により，再処理施設及び特定核燃料物質の防護のために必要な設備又は装置の操作に係る情報システム
（以下「情報システム」という。）への不法な接近を防止する設計とする。

運用要求 施設共通　基本設計方針
設計方針（不法移
動及び妨害破壊行
為の防止）

Ⅵ-1-1-5　再処
理施設への人の
不法な侵入等の
防止に関する説
明書

※補足すべき事項の対象なし

【3.1物理的障壁による防護等】
・不法な侵入等がされていないことの確認方法，区域設定，防護方法

展開先（小項目）

3.1物理的障壁による防護等

2.再処理施設への人の不法な侵入等の
防止についての概要

【2.再処理施設への人の不法な侵入等の防止についての概要】
再処理施設への人の不法な侵入等の防止についての概要について記載

3.2出入管理
【3.2出入管理】
・再処理施設における人の出入管理の仕方

3.3車両の管理
【3.3車両の管理】
・再処理施設における車両の出入管理の仕方

3.4探知施設
【3.4探知施設】
・不法侵入を探知する監視場所，資機材を用いた監視，監視の仕方
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基本設計方針の添付書類への展開
（第9条 再処理施設への人の不法な侵入等の防止）

別紙３①

項目番号 基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項 添付書類における記載 補足すべき事項展開先（小項目）

2

核物質防護上の措置が必要な区域については，接近管理及び出入管理を確実に行うため，探知施設を設け，警報，映像等を集中監視する
ことができる設計とするとともに，核物質防護措置に係る関係機関との通信及び連絡を行うことができる設計とする。さらに，防護され
た区域内においても，施錠管理により，再処理施設及び特定核燃料物質の防護のために必要な設備又は装置の操作に係る情報システム
（以下「情報システム」という。）への不法な接近を防止する設計とする。

運用要求 施設共通　基本設計方針
設計方針（不法侵
入の防止）

2

核物質防護上の措置が必要な区域については，接近管理及び出入管理を確実に行うため，探知施設を設け，警報，映像等を集中監視する
ことができる設計とするとともに，核物質防護措置に係る関係機関との通信及び連絡を行うことができる設計とする。さらに，防護され
た区域内においても，施錠管理により，再処理施設及び特定核燃料物質の防護のために必要な設備又は装置の操作に係る情報システム
（以下「情報システム」という。）への不法な接近を防止する設計とする。

運用要求 施設共通　基本設計方針
設計方針（不法移
動及び妨害破壊行
為の防止）

5 これらの対策を核物質防護規定に定めて，管理する。 運用要求 施設共通　基本設計方針
設計方針（不法移
動及び妨害破壊行
為の防止）

3.6核燃料物質等の不法な移動及び妨
害破壊行為への対策

【3.6核燃料物質等の不法な移動及び妨害破壊行為への対策】
・敷地内の人による核燃料物質の持出し時の運用及び核燃料物質の不法な持出しの防止の仕方並びに妨害破壊行為の
防止の仕方

3
また，再処理施設への不正な爆発性又は易燃性を有する物件その他人に危害を与え，又は他の物件を損傷するおそれがある物件の持込み
（郵便物等による敷地外からの爆発物及び有害物質の持込みを含む。）を防止するため，持込点検を行うことができる設計とする。

運用要求 施設共通　基本設計方針

設計方針（爆発性
又は易燃性を有す
る物件その他の持
込み防止）

4.持込点検
【4.持込点検】
・何かが持ち込まれないように点検するか，装置を用いた点検

4
さらに，不正アクセス行為（サイバーテロを含む。）を防止するため，情報システムが電気通信回線を通じた不正アクセス行為（サイ
バーテロを含む。）を受けることがないように，当該情報システムに対する外部からの不正アクセスを遮断することができる設計とす
る。

運用要求 施設共通　基本設計方針
設計方針（不正ア
クセス防止）

5.不正アクセス行為（サイバーテロを
含む。）の防止対策

【5.不正アクセス行為（サイバーテロを含む。）の防止対策】
・外部からの不正アクセス行為（サイバーテロを含む。）の遮断対策及び外部からの不正アクセス行為（サイバーテ
ロ含む。）をされた場合の迅速な対応の仕方

6 人の容易な侵入を防止できる柵等を他施設と共用する場合は，共用によって再処理施設の安全性を損なわない設計とする。 運用要求 施設共通　基本設計方針
設計方針（その他
共用）

6.人の容易な侵入等を防止するための
資機材の他施設との共用について

【6.人の容易な侵入等を防止するための資機材の他施設との共用について】
・人の容易な侵入等を防止するための資機材を他施設と共用しても再処理施設の安全性を損なわないこと

Ⅵ-1-1-5　再処
理施設への人の
不法な侵入等の
防止に関する説
明書

※補足すべき事項の対象なし

3.5通信及び連絡
【3.5通信及び連絡】
・不法侵入等発見時において使用する資機材を配備すること
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基本設計方針の添付書類への展開
（第9条 再処理施設への人の不法な侵入等の防止）

別紙３②

1. 1.1 1.1.1 (1) a. (a) イ. (イ)以降 1Gr 第１Ｇｒ　記載概要 2Gr(貯) 第２Ｇｒ（貯蔵庫共用）　記載概要 2Gr 第２Ｇｒ(主要4建屋、E施設共用) 記載概要 3Gr 第３Ｇｒ　記載概要

1. 概要
【概要】
再処理施設への人の不法な侵入等の防止に
関する説明書の概要について記載

〇 概要に係る説明 - 対象となる方針なしのため、記載事項なし - 対象となる方針なしのため、記載事項なし - 対象となる方針なしのため、記載事項なし -

2. 再処理施設への人の不法な侵入等の防止についての概要

【再処理施設への人の不法な侵入等の防止
についての概要】
再処理施設への人の不法な侵入等の防止に
ついての概要について記載

〇
再処理施設への人の不法な侵入等の防止に
ついての概要に係る説明

- 対象となる方針なしのため、記載事項なし - 対象となる方針なしのため、記載事項なし - 対象となる方針なしのため、記載事項なし -

3. 再処理施設への人の不法な侵入の防止方法について
【再処理施設への人の不法な侵入の防止方
法について】
・下記章立てにて記載する旨

〇 下記項目にて展開する説明 - 対象となる方針なしのため、記載事項なし - 対象となる方針なしのため、記載事項なし - 対象となる方針なしのため、記載事項なし -

3.1 物理的障壁による防護等
【物理的障壁による防護等】
・不法な侵入等がされていないことの確認
方法，区域設定，防護方法

〇 物理的障壁による防護等に係る説明 - 対象となる方針なしのため、記載事項なし - 対象となる方針なしのため、記載事項なし - 対象となる方針なしのため、記載事項なし -

3.2 出入管理
【出入管理】
・再処理施設における人の出入管理の仕方

〇 人の出入管理に係る説明 - 対象となる方針なしのため、記載事項なし - 対象となる方針なしのため、記載事項なし - 対象となる方針なしのため、記載事項なし -

3.3 車両の管理
【車両の管理】
・再処理施設における車両の出入管理の仕
方

〇 車両の管理に係る説明 - 対象となる方針なしのため、記載事項なし - 対象となる方針なしのため、記載事項なし - 対象となる方針なしのため、記載事項なし -

3.4 探知施設
【探知施設】
・不法侵入を探知する監視場所，資機材を
用いた監視，監視の仕方

〇 探知施設に係る説明 - 対象となる方針なしのため、記載事項なし - 対象となる方針なしのため、記載事項なし - 対象となる方針なしのため、記載事項なし -

3.5 通信及び連絡
【通信及び連絡】
・不法侵入等発見時において使用する資機
材を配備すること

〇 通信及び連絡に係る説明 - 対象となる方針なしのため、記載事項なし - 対象となる方針なしのため、記載事項なし - 対象となる方針なしのため、記載事項なし -

3.6 核燃料物質等の不法な移動及び妨害破壊行為への対策

【核燃料物質等の不法な移動及び妨害破壊
行為への対策】
・敷地内の人による核燃料物質の持出し時
の運用及び核燃料物質の不法な持出しの防
止の仕方並びに妨害破壊行為の防止の仕方

〇
核燃料物質等の不法な移動及び妨害破壊行
為への対策に係る説明

- 対象となる方針なしのため、記載事項なし - 対象となる方針なしのため、記載事項なし - 対象となる方針なしのため、記載事項なし -

4. 持込点検
【持込点検】
・何かが持ち込まれないように点検する
か，装置を用いた点検

〇 持込点検に係る説明 - 対象となる方針なしのため、記載事項なし - 対象となる方針なしのため、記載事項なし - 対象となる方針なしのため、記載事項なし -

5. 不正アクセス行為（サイバーテロを含む。）の防止対策

【不正アクセス行為（サイバーテロを含
む。）の防止対策】
・外部からの不正アクセス行為（サイバー
テロを含む。）の遮断対策及び外部からの
不正アクセス行為（サイバーテロ含む。）
をされた場合の迅速な対応の仕方

〇
不正アクセス行為（サイバーテロを含
む。）の防止対策に係る説明

- 対象となる方針なしのため、記載事項なし - 対象となる方針なしのため、記載事項なし - 対象となる方針なしのため、記載事項なし -

6.
人の容易な侵入等を防止するための資機材の他施設との共
用について

【人の容易な侵入等を防止するための資機
材の他施設との共用について】
・人の容易な侵入等を防止するための資機
材を他施設と共用しても再処理施設の安全
性を損なわないこと

〇
人の容易な侵入等を防止するための資機材
の他施設との共用に係る説明

- 対象となる方針なしのため、記載事項なし - 対象となる方針なしのため、記載事項なし - 対象となる方針なしのため、記載事項なし -

・「申請回次」について
〇：当該申請回次で新規に記載する項目又は当該申請回次で記載を追記する項目
△：当該申請回次以前から記載しており，記載内容に変更がない項目
－：当該申請回次で記載しない項目

再処理目次
再処理添付書類構成案 記載概要

申請回次
補足説明資料

凡例
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別紙４ 

発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ-1-1-5 再処理施設への人の不法な侵入等の防止に関する説明書】(1／7) 
発電炉 Ⅴ-1-1-6 再処理施設 Ⅵ-1-1-5 備考 

1. はじめに 

本資料は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基

準に関する規則」第 9 条及び「実用発電用原子炉及びそ

の附属施設の技術基準に関する規則の解釈」に基づき，発

電用原子炉施設への人の不法な侵入等の防止について説

明する。 

 

2.発電用原子炉施設への人の不法な侵入等の防止につい

て 

発電用原子炉施設への人の不法な侵入を防止するための

区域を設定し，核物質防護対策として，その区域を人の容

易な侵入を防止できる柵，鉄筋コンクリート造りの壁等

の障壁によって区画して，巡視，監視等を行うことによ

り，侵入防止及び出入管理を行うことができる設計とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，探知施設を設け，警報，映像等を集中監視するとと

もに，核物質防護措置に係る関係機関等との通信連絡を

1. 概要 

本資料は,「再処理施設の技術基準に関する規則」第九条

に基づき,再処理施設への人の不法な侵入等の防止につい

て説明するものである。 

 

 

 

2. 再処理施設への人の不法な侵入等の防止についての

概要 

再処理施設への人の不法な侵入，核燃料物質等の不法な移

動及び妨害破壊行為を防止するため，区域の設定，人の容

易な侵入を防止できる柵，鉄筋コンクリート造りの壁等の

障壁による防護，巡視，監視，出入口での身分確認及び施

錠管理を行うことができる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

核物質防護上の措置が必要な区域については，接近管理及

び出入管理を確実に行うため，探知施設を設け，警報，映

像等を集中監視することができる設計とするとともに，核

「再処理施設の技術基準に

関する規則」第九条の表記

に基づく用語のため，「人の

不法な侵入等」としている。

（以下，同一） 

 

 

 

 

事業指定基準規則の解釈を

盛り込み，核燃料物質等の

不法な移動及び妨害破壊行

為の防止について追加 

核燃料物質によって汚染さ

れた物質を含み，敷地内で

取り扱う核燃料物質の総称

として示した記載であるた

め，「核燃料物質等」とし

ている。（以下，同一） 
核物質防護上詳細に記載す

ることができないことか

ら，「鉄筋コンクリート造

りの壁等」としている。

（以下，同一） 
人の不法な侵入，核燃料物

質等の不法な移動及び妨害

破壊行為の防止のために実

施する措置の明確化 

 

探知施設で警報，映像等を

集中監視する区域の明確化 

探知施設による監視の目的

下線： 
・プラントの違いによらない記載内容の差異 
・章⽴ての違いによる記載位置の違いによる差異   

⼆重下線： 
・プラント固有の事項による記載内容の差異 
・後次回の申請範囲に伴う差異 

【凡例】 
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別紙４ 

発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ-1-1-5 再処理施設への人の不法な侵入等の防止に関する説明書】(2／7) 
発電炉 Ⅴ-1-1-6 再処理施設 Ⅵ-1-1-5 備考 

行うことができる設計とする。 

さらに，防護された区域内においても，施錠管理によ

り，発電用原子炉施設及び特定核燃料物質の防護のた

めに必要な設備又は装置の操作に係る情報システムヘ

の不法な接近を防止する設計とする。 

 

 

発電用原子炉施設に不正に爆発性又は易燃性を有する物

件その他人に危害を与え，又は他の物件を損傷するおそ

れがある物件の持込み（郵便物等による発電所外からの

爆破物及び有害物質の持込みを含む。）を防止するため，

核物質防護対策として，持込み点検を行うことができる

設計とする。 

 

不正アクセス行為（サイバーテロを含む。）を防止するた

め，核物質防護対策として，発電用原子炉施設及び特定核

燃料物質の防護のために必要な設備又は装置の操作に係

る情報システムが，電気通信回線を通じた不正アクセス

行為（サイバーテロを含む。）を受けることがないように，

当該情報システムに対する外部からのアクセスを遮断す

る設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

物質防護措置に係る関係機関との通信及び連絡を行うこ

とができる設計とする。さらに，防護された区域内におい

ても，施錠管理により，再処理施設及び特定核燃料物質の

防護のために必要な設備又は装置の操作に係る情報シス

テム（以下「情報システム」という。）への不法な接近を

防止する設計とする。 

 

また，再処理施設への不正な爆発性又は易燃性を有する物

件その他人に危害を与え，又は他の物件を損傷するおそれ

がある物件の持込み（郵便物等による敷地外からの爆発物

及び有害物質の持込みを含む。）を防止するため，持込点

検を行うことができる設計とする。 

 

 

さらに，不正アクセス行為（サイバーテロを含む。）を防

止するため，情報システムが電気通信回線を通じた不正ア

クセス行為（サイバーテロを含む。）を受けることがない

ように，当該情報システムに対する外部からの不正アクセ

スを遮断することができる設計とする。 

 

 

これらの対策を核物質防護規定に定めて，管理する。 

 

 

 

人の容易な侵入を防止できる柵等を他施設と共用する場

合は，共用によって再処理施設の安全性を損なわない設計

とする。 

 

 

 

 

の明確化 

核物質防護上詳細に記載す

ることができないことか

ら，「警報，映像等」として

いる。 

 

 

郵便物を含めて敷地外から

持ち込まれる物品の総称で

あることから，「郵便物等」

としている。（以下，同一） 

事業指定基準規則の解釈か

ら引用したことによる差異 

 

 

 

 

 

 

 

 

要求事項に適合するための

対策が核物質防護規定に基

づいていることを明確化 

 

MOX 燃料加工施設又は特定

廃棄物管理施設と人の容易

な侵入を防止できる柵等を

共用することによる再処理

施設の安全性を損なわない

ことの記載 

核物質防護上詳細に記載す
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別紙４ 

発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ-1-1-5 再処理施設への人の不法な侵入等の防止に関する説明書】(3／7) 
発電炉 Ⅴ-1-1-6 再処理施設 Ⅵ-1-1-5 備考 

 

 

 

3. 出入管理及び持込み物品の点検等について 

 

 

 

 

 

発電用原子炉施設への人の不法な侵入を防止するための

区域を設定し，核物質防護対策として，その区域を人の容

易な侵入を防止できる柵，鉄筋コンクリート造りの壁等

の障壁によって区画して，巡視，監視等を行うことによ

り，侵入防止及び出入管理を行うことができる設計とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

発電用原子炉施設に不正に爆発性又は易燃性を有する物

件その他人に危害を与え，又は他の物件を損傷するおそ

れがある物件の持込み（郵便物等による発電所外からの

爆破物及び有害物質の持込みを含む。）を防止するため，

核物質防護対策として，持込み点検を行うことができる

設計とする。 

具体的には，以下のとおり実施する。 

 

 

 

 

 

3. 再処理施設への人の不法な侵入の防止方法について 

再処理施設への人の不法な侵入，核燃料物質等の不法な移

動及び妨害破壊行為を防止するため，以下のとおりの設計

とする。 

 

3.1 物理的障壁による防護等 

再処理施設への人の不法な侵入，核燃料物質等の不法な移

動及び妨害破壊行為を防止するため，区域の設定，人の容

易な侵入を防止できる柵，鉄筋コンクリート造りの壁等の

障壁による防護，巡視，監視，出入口での身分確認及び施

錠管理を行うことができる設計とする。 

 

 

 

 

さらに，防護された区域内においても，施錠管理により，

情報システムへの不法な接近を防止する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ることができないことか

ら，「柵等」としている。 

 

 

以下章立てにて説明する旨

を記載する。 

 

「防護等」の指す内容は，

項目内にて示している。 

事業指定基準規則の解釈を

盛り込み，核燃料物質等の

不法な移動及び妨害破壊行

為の防止について追加 

人の不法な侵入，核燃料物

質等の不法な移動及び妨害

破壊行為の防止のために実

施する措置の明確化 

 

前述の施錠管理の措置を展

開し，情報システムへの不

法な接近防止の対策を記載

している。 

 

持込点検は物理的障壁によ

る防護に含めず，4．で記

載している。 
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別紙４ 

発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ-1-1-5 再処理施設への人の不法な侵入等の防止に関する説明書】(4／7) 
発電炉 Ⅴ-1-1-6 再処理施設 Ⅵ-1-1-5 備考 

3. 1 出入管理，3. 2 車両の管理，3. 3 探知施設，3. 4 

通信連絡設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2  出入管理 

業務上常時立ち入ろうとする者（以下「常時立入者」とい

う。）については,その身分及び立入りの必要性を確認の

上,当該者に立入りを認めたことを証明する書面等（以下

「証明書等」という。）を発行し,立入りの際に所持させ,

それを用いて出入管理を行う。また,立入りの間,証明書等

を常に容易に確認できる部位に取り付けさせる。 

常時立入者以外の者については,その身分及び立入りの

必要性を確認の上,当該者に証明書等を発行し,立入りの

際に所持させ,それを用いて出入管理を行う。また,立入

りの間,証明書等を常に容易に確認できる部位に取り付

けさせ,さらに防護された区域及び核物質防護上の措置

が必要な区域に立ち入る場合には,当該区域内において

常時立入者を同行させ,防護のために必要な監督を行う。 

 

 

 

3.3 車両の管理 

業務用の車両として再処理事業所に立ち入る車両につい

ては，事前にその立入りの必要性を確認の上,証明書等を

発行し,立入りの際に掲示させる。業務用の車両以外の車

両の再処理事業所への立入りを禁止する。ただし，当該区

域に立ち入ることが特に必要な車両であって，再処理施設

への人の不法な侵入，核燃料物質等の不法な移動及び妨害

破壊行為の防止に支障がないと認められるものを除く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

核物質防護上詳細に記載す

ることができないことか

ら，「当該者に立入りを認

めたことを証明する書面

等」「証明書等」としてい

る。 

 

 

 

 

区域名称の表現の違い 

 

再処理施設側に設備の設置

要求事項がないため記載し

ない。 

 

 

再処理施設の敷地の特性か

ら，立入りを左記とするこ

とで効率的な車両の管理と

なるため。 

証明書等の発行の前に必要

性を確認することを明確化 

再処理施設の敷地の特性か

ら，立入りを左記とするこ

とで効率的な車両の管理と

なるため。 

技術基準規則上要求される

事項及び事業指定基準規則

の解釈に対し影響がないこ
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別紙４ 

発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ-1-1-5 再処理施設への人の不法な侵入等の防止に関する説明書】(5／7) 
発電炉 Ⅴ-1-1-6 再処理施設 Ⅵ-1-1-5 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.4  探知施設 

防護された区域及び核物質防護上の措置が必要な区域に

おける監視を確実に行うため，監視装置による監視をモニ

タ及び大型表示装置により集中的に行うことのできる見

張人の詰所を設ける。 

防護された区域及び核物質防護上の措置が必要な区域へ

の人の侵入を確認することができる侵入検知器，監視カメ

ラ等の監視装置により監視を行う。 

 

 

 

 

 

3.5  通信及び連絡 

核物質防護上の措置が必要な区域への人の不法な侵入，核

燃料物質等の不法な移動及び妨害破壊行為があった際に,

核物質防護措置に係る関係機関への通信及び連絡を迅速

かつ確実に行うために,通信及び連絡ができる PHS 及び固

定電話等を配備する。 

 

 

 

 

3.6  核燃料物質等の不法な移動及び妨害破壊行為への

対策 

敷地内の人による核燃料物質等の不法な移動への対策に

ついては,核燃料物質の移動を行う前に所定の手続に基づ

き承認を得ること，また，核物質防護上の措置が必要な区

域の出口において,核燃料物質の不法な持出しを確認する

ための検知器を配備する。 

とを説明するため。 

 

 

区域名称の表現の違い 

対策の実施精度の充実化 

 

 

区域名称の表現の違い 

核物質防護上詳細に記載す

ることができないことか

ら，「侵入検知器，監視カ

メラ等」としている。 

同等の措置については 3.1

で記載している。 

 

 

関係機関への通信及び連絡

を行う区域の明確化 

関係機関への通信及び連絡

を行う発生事象の明確化 

核物質防護上詳細に記載す

ることができないことか

ら，「PHS 及び固定電話

等」としている。 

 

事業指定基準規則の解釈よ

り，核燃料物質等の不法な

移動及び妨害破壊行為の防

止のため，核燃料物質の持

出しの防止等について記載 
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別紙４ 

発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ-1-1-5 再処理施設への人の不法な侵入等の防止に関する説明書】(6／7) 
発電炉 Ⅴ-1-1-6 再処理施設 Ⅵ-1-1-5 備考 

 

 

 

 

3. 5 持込み確認 

防護区域，周辺防護区域及び立入制限区域の出入口にお

いて，発電用原子炉施設に不正に爆発性又は易燃性を有

する物件その他人に危害を与え，又は他の物件を損傷す

るおそれがある物件の持込み（郵便物等による発電所外

からの爆破物及び有害物質の持込みを含む。）が行われな

いように持込み点検を行っている。 

 

 

 

 

 

4．不正アクセス行為（サイバーテロを含む。）の防止対策

について 

不正アクセス行為（サイバーテロを含む。）に対しては，

発電用原子炉施設及び特定核燃料物質の防護のために必

要な設備又は装置の操作に係る情報システムが，電気通

信回線を通じて妨害行為又は破壊行為を受けることがな

いように，電気通信回線を通じた当該情報システムに対

する外部からのアクセスを遮断する措置を講じている。 

具体的には，以下の対策等を行っている。 

 

敷地内の人による妨害破壊行為への対策については,社内

基準に基づきあらかじめ認証を受けた者のみを再処理施

設に出入りさせる。 

 

4. 持込点検 

再処理施設外からの不正な爆発性又は易燃性を有する物

件その他人に危害を与え,又は他の物件を損傷するおそれ

がある物件の持込み（郵便物等による敷地外からの爆発物

及び有害物質の持込みを含む。）を防止するため,荷物の外

観点検及び開封点検による持込点検を行う。また，防護さ

れた区域において，金属を探知することができる装置を用

いて点検を行う。 

 

 

 

 

5. 不正アクセス行為（サイバーテロを含む。）の防止対

策 

不正アクセス行為（サイバーテロを含む。）を防止するた

め,情報システムが電気通信回線を通じた妨害破壊行為を

受けることがないように,電気通信回線を通じた当該情報

システムに対する外部からのアクセスを遮断する措置を

講ずる。情報システムに対する不正アクセス行為（サイバ

ーテロを含む。）が行われるおそれがある場合又は行われ

た場合に迅速に対応できるよう情報システムセキュリテ

ィに関する計画を定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技術基準規則上求められ

る，持ち込まれることに対

する措置を必要な範囲に限

定して記載するため。 

事業指定基準規則の解釈か

ら引用したことによる差異 

装置を用いた点検を行う必

要のある区域の明確化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報システムセキュリティ

に関する計画の詳細内容を

示しており，核物質防護上

詳細に記載できないため，

記載しない。 
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別紙４ 

発電炉－再処理施設 記載比較 

【Ⅳ-1-1-5 再処理施設への人の不法な侵入等の防止に関する説明書】(7／7) 
発電炉 Ⅴ-1-1-6 再処理施設 Ⅵ-1-1-5 備考 

 

 

 

 

6. 人の容易な侵入等を防止するための資機材の他施設

との共用について 
人の容易な侵入等を防止するための資機材を MOX 燃料加
工施設又は特定廃棄物管理施設と共用する場合は，共用に
よって再処理施設の安全性を損なわない設計とする。 

 

 

 

 

MOX 燃料加工施設又は特定

廃棄物管理施設と人の容易

な侵入を防止できる柵等を

共用することによる再処理

施設の安全性を損なわない

ことの記載 
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令和４年６月２日 Ｒ４ 

 

 

 

 

 

別紙５ 
 

 

 

補足説明すべき項目の抽出 
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補足説明すべき項目の抽出
（第9条 再処理施設への人の不法な侵入等の防止）

別紙５①

補足すべき事項

1

10.1　再処理施設への人の不法な侵入等の防止
再処理施設への人の不法な侵入，核燃料物質等の不法な移動及び妨害破壊行為を防止するため，区域の
設定，人の容易な侵入を防止できる柵，鉄筋コンクリート造りの壁等の障壁による防護，巡視，監視，
出入口での身分確認及び施錠管理を行うことができる設計とする。

2

核物質防護上の措置が必要な区域については，接近管理及び出入管理を確実に行うため，探知施設を設
け，警報，映像等を集中監視することができる設計とするとともに，核物質防護措置に係る関係機関と
の通信及び連絡を行うことができる設計とする。さらに，防護された区域内においても，施錠管理によ
り，再処理施設及び特定核燃料物質の防護のために必要な設備又は装置の操作に係る情報システム（以
下「情報システム」という。）への不法な接近を防止する設計とする。

3

また，再処理施設への不正な爆発性又は易燃性を有する物件その他人に危害を与え，又は他の物件を損
傷するおそれがある物件の持込み（郵便物等による敷地外からの爆発物及び有害物質の持込みを含
む。）を防止するため，持込点検を行うことができる設計とする。

4

さらに，不正アクセス行為（サイバーテロを含む。）を防止するため，情報システムが電気通信回線を
通じた不正アクセス行為（サイバーテロを含む。）を受けることがないように，当該情報システムに対
する外部からの不正アクセスを遮断することができる設計とする。

5

これらの対策を核物質防護規定に定めて，管理する。

6

人の容易な侵入を防止できる柵等を他施設と共用する場合は，共用によって再処理施設の安全性を損な
わない設計とする。

基本設計方針 添付書類

Ⅵ-1-1-5　再処理施設
への人の不法な侵入等
の防止に関する説明書

【1.概要】
再処理施設への人の不法な侵入等の防止に関する説明書の概要について記載

【2.再処理施設への人の不法な侵入等の防止についての概要】
再処理施設への人の不法な侵入等の防止についての概要について記載

【3.再処理施設への人の不法な侵入の防止方法について】
・下記章立てにて記載する旨

【3.1物理的障壁による防護等】
・不法な侵入等がされていないことの確認方法，区域設定，防護方法

【3.2出入管理】
・再処理施設における人の出入管理の仕方

【3.3車両の管理】
・再処理施設における車両の出入管理の仕方

【3.4探知施設】
・不法侵入を探知する監視場所，資機材を用いた監視，監視の仕方

【3.5通信及び連絡】
・不法侵入等発見時において使用する資機材を配備すること

【3.6核燃料物質等の不法な移動及び妨害破壊行為への対策】
・敷地内の人による核燃料物質の持出し時の運用及び核燃料物質の不法な持出しの防止の仕方並びに
妨害破壊行為の防止の仕方

【4.持込点検】
・何かが持ち込まれないように点検するか，装置を用いた点検

【5.不正アクセス行為（サイバーテロを含む。）の防止対策】
・外部からの不正アクセス行為（サイバーテロを含む。）の遮断対策及び外部からの不正アクセス行
為（サイバーテロ含む。）をされた場合の迅速な対応の仕方

【6.人の容易な侵入等を防止するための資機材の他施設との共用について】
・人の容易な侵入等を防止するための資機材を他施設と共用しても再処理施設の安全性を損なわない
こと

※補足すべき事項の対象なし
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補足説明すべき項目の抽出
（第9条 再処理施設への人の不法な侵入等の防止）

別紙５②

展開要否 理由
発電炉の補足説明資料には、本条文に該当する内容の資料はない。

基本設計方針からの展開で抽出された補足説明が必要な項目 発電炉の補足説明資料の説明項目
基本設計方針からの展開では、補足すべき事項はない。

基本設計方針からの展開では補足すべき事項がなく、また、発電炉の補足説明資料には本条文に

該当する内容の資料がないことから、確認の結果として追加で補足すべき事項はない。

なお、補足説明事項がないため別紙５③は作成しない。
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令和４年６月２日 Ｒ２ 

 

 

 

 

 

別紙６ 
 

 

 

変更前記載事項の 
既設工認等との紐づけ 
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別紙６① 

基本設計⽅針の第 1 回申請範囲 
全体 第１回申請範囲 

10．その他 

10.1 再処理施設への人の不法な侵入等の防止 

再処理施設への人の不法な侵入，核燃料物質等の不法な移動及び妨害破壊行為を防止するため，区域

の設定，人の容易な侵入を防止できる柵，鉄筋コンクリート造りの壁等の障壁による防護，巡視，監

視，出入口での身分確認及び施錠管理を行うことができる設計とする。 

核物質防護上の措置が必要な区域については，接近管理及び出入管理を確実に行うため，探知施設を

設け，警報，映像等を集中監視することができる設計とするとともに，核物質防護措置に係る関係機関

との通信及び連絡を行うことができる設計とする。さらに，防護された区域内においても，施錠管理に

より，再処理施設及び特定核燃料物質の防護のために必要な設備又は装置の操作に係る情報システム

（以下「情報システム」という。）への不法な接近を防止する設計とする。 

また，再処理施設への不正な爆発性又は易燃性を有する物件その他人に危害を与え，又は他の物件を

損傷するおそれがある物件の持込み（郵便物等による敷地外からの爆発物及び有害物質の持込みを含

む。）を防止するため，持込点検を行うことができる設計とする。 

さらに，不正アクセス行為（サイバーテロを含む。）を防止するため，情報システムが電気通信回線

を通じた不正アクセス行為（サイバーテロを含む。）を受けることがないように，当該情報システムに

対する外部からの不正アクセスを遮断することができる設計とする。 

これらの対策を核物質防護規定に定めて，管理する。 

人の容易な侵入を防止できる柵等を他施設と共用する場合は，共用によって再処理施設の安全性を損

なわない設計とする。 

 

 

10．その他 

10.1 再処理施設への人の不法な侵入等の防止 

再処理施設への人の不法な侵入，核燃料物質等の不法な移動及び妨害破壊行為を防止するため，区域

の設定，人の容易な侵入を防止できる柵，鉄筋コンクリート造りの壁等の障壁による防護，巡視，監

視，出入口での身分確認及び施錠管理を行うことができる設計とする。 

核物質防護上の措置が必要な区域については，接近管理及び出入管理を確実に行うため，探知施設を

設け，警報，映像等を集中監視することができる設計とするとともに，核物質防護措置に係る関係機関

との通信及び連絡を行うことができる設計とする。さらに，防護された区域内においても，施錠管理に

より，再処理施設及び特定核燃料物質の防護のために必要な設備又は装置の操作に係る情報システム

（以下「情報システム」という。）への不法な接近を防止する設計とする。 

また，再処理施設への不正な爆発性又は易燃性を有する物件その他人に危害を与え，又は他の物件を

損傷するおそれがある物件の持込み（郵便物等による敷地外からの爆発物及び有害物質の持込みを含

む。）を防止するため，持込点検を行うことができる設計とする。 

さらに，不正アクセス行為（サイバーテロを含む。）を防止するため，情報システムが電気通信回線

を通じた不正アクセス行為（サイバーテロを含む。）を受けることがないように，当該情報システムに

対する外部からの不正アクセスを遮断することができる設計とする。 

これらの対策を核物質防護規定に定めて，管理する。 

人の容易な侵入を防止できる柵等を他施設と共用する場合は，共用によって再処理施設の安全性を損

なわない設計とする。 

 

 

第 1 回申請にて全ての範囲を記載する。 
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別紙６② 
変更前記載事項の既設⼯認等との紐づけ 

 

変 更 前 変 更 後 

10．その他 

10.1 再処理施設への人の不法な侵入等の防止 

再処理施設への人の不法な侵入，核燃料物質等の不法な移動及び妨害破壊行為を防止するため，区域

の設定，人の容易な侵入を防止できる柵，鉄筋コンクリート造りの壁等の障壁による防護，巡視，監

視，出入口での身分確認及び施錠管理を行うことができる設計とする。 

核物質防護上の措置が必要な区域については，接近管理及び出入管理を確実に行うため，探知施設を

設け，警報，映像等を集中監視することができる設計とするとともに，核物質防護措置に係る関係機関

との通信及び連絡を行うことができる設計とする。 

 

 

また，再処理施設への不正な爆発性又は易燃性を有する物件その他人に危害を与え，又は他の物件を

損傷するおそれがある物件の持込み（郵便物等による敷地外からの爆発物及び有害物質の持込みを含

む。）を防止するため，持込点検を行うことができる設計とする。 

 

 

 

これらの対策を核物質防護規定に定めて，管理する。 

人の容易な侵入を防止できる柵等を他施設と共用する場合は，共用によって再処理施設の安全性を損

なわない設計とする。 

 

 

10．その他 

10.1 再処理施設への人の不法な侵入等の防止 

再処理施設への人の不法な侵入，核燃料物質等の不法な移動及び妨害破壊行為を防止するため，区域

の設定，人の容易な侵入を防止できる柵，鉄筋コンクリート造りの壁等の障壁による防護，巡視，監

視，出入口での身分確認及び施錠管理を行うことができる設計とする。 

核物質防護上の措置が必要な区域については，接近管理及び出入管理を確実に行うため，探知施設を

設け，警報，映像等を集中監視することができる設計とするとともに，核物質防護措置に係る関係機関

との通信及び連絡を行うことができる設計とする。さらに，防護された区域内においても，施錠管理に

より，再処理施設及び特定核燃料物質の防護のために必要な設備又は装置の操作に係る情報システム

（以下「情報システム」という。）への不法な接近を防止する設計とする。 

また，再処理施設への不正な爆発性又は易燃性を有する物件その他人に危害を与え，又は他の物件を

損傷するおそれがある物件の持込み（郵便物等による敷地外からの爆発物及び有害物質の持込みを含

む。）を防止するため，持込点検を行うことができる設計とする。 

さらに，不正アクセス行為（サイバーテロを含む。）を防止するため，情報システムが電気通信回線

を通じた不正アクセス行為（サイバーテロを含む。）を受けることがないように，当該情報システムに

対する外部からの不正アクセスを遮断することができる設計とする。 

これらの対策を核物質防護規定に定めて，管理する。 

人の容易な侵入を防止できる柵等を他施設と共用する場合は，共用によって再処理施設の安全性を損

なわない設計とする。 

 

 

既設工認に記載はないが，従前から人の不法な侵入，核燃料物質等の不法な移動及

び妨害破壊行為，不正な爆発性又は易燃性を有する物件その他人に危害を与え，又

は他の物件を損傷するおそれがある物件の持込み（郵便物等による敷地外からの爆

発物及び有害物質の持込みを含む。）を防止するために柵等の設置，探知施設の設

置，関係機関との通信連絡を行うための設備の設置，持込点検等を行う設計として

いたことから，変更前に記載。 

【凡例】 

：その他既設工認に記載されていないが，従前より設計上考慮して実施していたもの 
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